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宮崎市開発指導要綱
　　　　　
　(平成１９年１１月２８日告示第５３８号)

第１章　　総　　則

　(目　　的)

第１条　この要綱は、本市における健全な都市環境の確保と良好な生活環境の整備を図り、秩序ある

　市域の開発を期するため、他の法令に特別の定めがある場合を除くほか、都市計画法 (昭和４３年

　法律第１００号。以下「法」という。) に基づく開発行為の指導に関し必要な事項を定めるものと

　する。

　(用語の定義)

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

 (１) 開発行為とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区

　　画形質の変更をいう。

 (２) 開発区域とは、開発行為をする土地の区域をいう。また、連続した土地における開発行為に関

しては概ね２年以内に行うものは一体的な開発として取り扱う。
 (３) 事業者とは、開発行為を行う者をいう。

 (４) 公共施設とは、道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路及び消防の用に供する貯

　　水施設をいう。

 (５) 公益施設とは、市民生活の福祉の増進に必要な水道施設、集会所施設、清掃施設、教育施設そ

　　の他住民の共同の福祉又は利益のために必要な施設をいう。

（６）「区画の変更」とは、開発区域内に道路の設置および法定外公共物等の付替又は新設を行う行為をいう。

（７）「形質の変更」における、「形の変更」とは区域内の現況地盤高から１ｍ以上の切土又は盛土を

行う行為をいう。

「形の変更」の概念図
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(適用範囲)

第３条　この要綱は、法第２９条の規定に基づく許可及び法第３５条の２の規定に基づく変更許可を

　受けなければならない開発行為 について適用する。

　(関係法令等の遵守)

第４条　事業者は、この要綱を遵守するとともに、関係法令その他の基準等を遵守するものとする。

　(開発行為の手続)

第５条　事業者は、開発行為の迅速化、合理化を図るため、別に定める「宮崎市開発行為事務取扱要

　領」に基づき、開発行為に係る手続等を行うものとする。

第２章　　基本計画

　(基本方針)

第６条　事業者は、開発行為の基本計画（以下「基本計画」という｡）に当たっては、都市の均衡あ

　る発展に寄与し、かつ、安全で快適な都市空間を確保するため、環境の整備改善、交通安全の確保

　及び災害の発生防止等の宅地に関する事項並びに良好で健全な市街地の形成に必要な公共公益施設に関する事項についての適切な基本方針を定めるものとする。
(開発区域の選定)

第７条　開発区域の選定に当たっては、この要綱に合致するようその立地条件、市街化の動向及び将
　来計画を把握して定めるものとし、原則として次に掲げる区域を含まないものとする。

（１）自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）に基づく自然公園の区域

（２）森林法（昭和２６年法律第２４９号）に基づく保安林の区域

（３）文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）に基づく史跡、名勝、天然記念物の指定区域

（４）農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）に基づく農用地区域

（５）その他市長が定める区域

　(都市計画等との関連)

第８条　事業者は、開発区域及びその周辺に次に掲げる計画等がある場合においては、当該計画等に

　適合させ、又は調整して基本計画を定めるものとする。

（１）宮崎市総合計画等上位計画

（２）宮崎市都市計画マスタープラン

（３）用途地域、風致地区その他の地域地区

（４）道路、公園等の都市施設、土地区画整理事業等

（５）法第１２条の４第１項に掲げる地区計画等

(環境及び景観への配慮)

第９条　事業者は、基本計画に当たっては、宮崎市環境基本計画及び宮崎市都市景観基本計画並びに宮崎市緑の基本計画を遵守し、環境保全施策と連携を図りつつ、豊かな自然の保全に配慮するとともに、周辺環境との調和等良好な景観形成にも配慮するものとする。

　(自然環境の保全)

第１０条　事業者は、基本計画に当たっては、地形、樹林、池沼等の自然環境を適正に保全、活用す

　るものとし、動植物等の生息環境の保全について配慮するものとする。

　(生活環境の保全)

第１１条　事業者は、基本計画に当たっては、市民の健康を守るため、公害の発生を未然に防止し得

　るように措置するとともに、良好な居住環境の確保に配慮するものとする。

　(造成計画)

第１２条　事業者は、開発行為に伴うがけくずれ、土砂の流出等による災害や地盤沈下、出水等を防

　止するため、切土、盛土、法面の保護、擁壁、軟弱地盤の対策、排水の処理等の必要な処置を講ず

　るものとする。

　(地区計画等)

第１３条　事業者は、開発行為を施行する場合は、必要に応じて地区計画、建築協定、緑地協定等に

　より、将来にわたって土地利用の適正化と良好な生活環境が確保されるよう努めるものとする。

第３章　　公共施設計画

　(道　　路)

第１４条　事業者は、開発区域内の道路（当該道路と開発区域外にある道路とを接続する必要があ
る道路の部分を含む。）については、当該開発行為の目的、規模、地形等に応じて発生する交通量を勘案して計画し、配置するものとする。

２　道路の計画については、別に定める宮崎市開発指導基準（以下「指導基準」という。）に基づくものとし、指導基準にないものは、道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）を準用するものとする。

　(公 園 等)

第１５条　事業者は、公園、緑地、又は広場（以下「公園等」という。）を指導基準に基づき、住民の利便、防災及び避難活動に適するように開発規模に応じて適切に計画し、配置するものとする。

２　事業者は、原則として自らの負担において公園等の植栽、遊具施設、外柵、門柱等の工事を施行

　するものとする。

３　事業者は、公園を設置した場合は、入居者に対して公園愛護会を組織するよう指導するものとす

　る。

　(排　　水)

第１６条　事業者は、開発行為に起因する排水を放流する排水施設については、開発区域及びその周

　辺の土地の地形、地盤、地質、土地利用形態等を勘案して集水区域を算定し、これに基づき当該排

　水施設の規模及び構造を計画し、配置するものとする。


２　事業者は、汚水及び雨水を放流する場合には、河川その他の公共の用に供している水路等（以下

　「河川等」という｡）に放流するものとする。ただし、公共下水道事業の処理区域内にあっては、

　汚水管は公共下水道に接続するものとする。

３　事業者は、前項の規定により汚水及び雨水を河川等に放流する場合は、当該河川等の管理者及び

　水利権者とあらかじめ協議するものとする。

４　事業者は、放流先の河川等及び公共下水道の排水能力に応じて、当該河川等の改修、調整池の設

　置等について当該管理者と協議するものとする。

５　事業者は、公共下水道事業の処理区域外において、主として住宅の建築の用に供する目的で行う

　５ヘクタール以上２０ヘクタール未満の開発行為を行う場合は、原則として終末処理施設を設ける

　ものとする。終末処理施設を設けない場合にあっては、小型合併浄化槽の設置について住民に対し

　啓発、普及を図るよう努めるものとする。

６　事業者は、前項の規定により終末処理施設を設けた場合は、その維持管理について入居者で組織

　する管理組合等に、適切な管理を行うよう指導するものとする。

７　排水施設の計画は、指導基準によるものとする。

　(消防水利)

第１７条　事業者は、指導基準により、必要な消防貯水施設及び消火栓（以下「消防水利」という｡)

　を計画し、設置するものとする。

２　事業者は、消防水利の設置について、消防長と協議するものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　第４章　　公益施設

　(水道施設)

第１８条　事業者は、開発区域内における給水施設の規模及び配置を、当該開発区域の規模及び地形

　並びに予定建築物の用途に基づき計画するものとする。

２　事業者は、給水施設を設置する場合は、上下水道事業管理者と協議するものとする。

　(集会所施設)

第１９条　事業者は、次の各号に定めるところにより、指導基準に従って集会所用地又は集会室を確

　保するものとする。

（１）計画戸数が５０戸以上の１戸建住宅の建設を目的とする開発行為にあっては、集会所用地

（２）計画戸数が５０戸以上の共同住宅の建設を目的とする開発行為にあっては、集会室

２　事業者は、確保した集会所用地及び集会室については、入居者で組織する管理組合等の所有とす

　るものとし、その管理については、当該管理組合等に対し適正に行うよう指導するものとする。
　(清掃施設)

第２０条　事業者は、開発区域内のごみ収集の円滑化を図るため、ごみ集積場等の設置について市長

　と協議するものとする。

　(その他の公益施設)

第２１条　事業者は、開発の規模、用途に応じて必要な公益施設を適正に配置するよう努めるものと

　する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　第５章　　雑　　則

　(開発計画の公開)

第２２条　事業者は、開発行為が地域における環境及び将来のまちづくりに対して影響を及ぼすことに鑑み、開発事業計画を開発予定地の見やすい場所に掲示し、地域住民に対し開発行為に関する計画

　（以下「開発計画」という｡）を公開するものとする。

２　事業者は､前項に規定する公開を行ったときは、速やかにその状況を市長に報告するものとする。

　(隣接者への説明)

第２３条　事業者は、開発区域の隣接者に対して開発計画の説明を行うものとする。

　(住民説明会等)

第２４条　事業者は、地域住民の要求があれば、地域住民に対し開発計画についての説明会の開催等

　の方法により、その意見を聴くものとする。

２　事業者は、前項の説明会の開催等を行ったときは、速やかにその結果を市長に報告するものとす

　る。

３　事業者は、第１項の説明会において地域住民から意見が出たときは、開発計画に反映させるなど

　の調整を図るものとする。
　(事前調査)

第２５条　事業者は、開発計画に当たっては、次の各号に掲げる事項について、事前に調査を行い問

　題点の把握に努めるものとする。

　（１）開発区域及びその周辺の地形並びに開発区域の境界

　（２）開発区域及びその周辺の公共施設、公益施設の状況や都市計画の内容

　（３）開発区域及びその周辺の自然環境や動植物等の生息環境の状況

　(文化財等の保護)

第２６条　事業者は、開発区域内における文化財等の存否及びその取扱いについて、宮崎市教育委員

　会と協議するものとする。

２　事業者は、開発行為に関する工事の施行中において文化財等を発見した場合は、速やかに工事を

　中止し、かつ、その現状を変えることなく、その処置について宮崎市教育委員会と協議するものと

　する。

　(交通安全)

第２７条　事業者は、開発行為に関する工事の施行に当たり使用する道路の運行経路及び安全対策等

　について、当該道路管理者及び関係機関と協議するものとする。

　
(日照権の確保)

第２８条　事業者は、地域住民の日照権の確保については、地域住民と十分話し合い、紛争が生じな

　いよう努めるものとする。

　(電波障害対策)

第２９条　事業者は、事業により発生する電波障害を防止するため、あらかじめ電波障害について調

　査を行い、障害の発生するおそれのある場合は、利害関係者と共同受信施設の設置及び維持管理に

　ついて必要な事項を協議するものとする。

　(防災計画)

第３０条　事業者は、地質、地形、過去の災害等の調査を十分行い開発区域及びその周辺地域に災害

　が発生しないよう計画するものとする。

２　事業者は、開発行為に関する工事の施行により、付近住民及び公共公益施設に被害が生じた場合

　は、速やかに必要な措置を講じるものとする。

　(工事施行の措置)

第３１条　事業者は、開発行為に係る工事の施行に当たり騒音、振動、砂塵、地下水の枯渇、排水の

　処理等について適切な措置を講ずるものとする。

　(関係機関との協議)

第３２条　この要綱によって協議した事項について、新たに他の関係機関又は団体と協議すべき事項

　が生じた場合は、速やかに当該関係機関又は団体と協議をし、十分に調整を図るものとする。

　(委　　任)

第３３条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。


附　 則

１　この要綱は平成１２年６月１日から施行する。

２　宮崎市開発指導要綱（平成２年告示第３８号。以下「旧要綱」という｡）は、廃止する。

３　この要綱の施行前に、既に旧要綱に基づいて事前指導申出書を受理したものについては、この要綱の規定にかかわらず、なお従前の例による。

附　 則

１　この要綱は平成１８年１月１日から施行する。

　（宮崎市開発指導要綱の一部改正に伴う経過措置）
２　この要綱の施行前に、既に旧要綱に基づいて事前指導申出書を受理したものについては、この要綱の規定にかかわらず、なお従前の例による。
附　 則

１　この要綱は平成１９年１１月３０日から施行する。

附　則

１　この要綱は平成２２年４月１日から施行する。

附　則

１　この要綱は平成２３年４月１日から施行する。

附　則

１　この要綱は平成２４年４月１日から施行する。
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宮崎市開発指導基準

Ｉ 街区構成の基準

　１ 街区構成

　（１）街区の構成は次表を標準とする。

(単位：ｍ)　　 
	
	住　宅　街　区
	商　業　街　区
	工　業　街　区

	長　辺
	８０　～　１２０
	８０　～　１１０
	１２０　～　２００

	短　辺
	３０　～　　５０
	３０　～　　５０
	－


（２）住宅街区の一画地の形状は短辺と長辺の割合が１：１．５程度の矩形を標準とする。

（３）住宅街区は直接、法面、崖等に面しないこと。

２ 宅地区画規模

（１）用途地域内においては、戸建住宅の一区画の面積は１６５㎡以上とする。

（２）市街化調整区域内、用途白地地域内（田野町）及び都市計画区域外においては戸建住宅の一区画の面積は原則として２００㎡以上とする。ただし、地形等によりやむを得ない場合は、その画地に限り１６５㎡以上とすることができる。

II　道路基準

　１ 道路計画

　（１）開発区域内の道路計画は、開発区域の面積、通過発生交通量、交通施設計画及び居住者の安

　　　全を勘案して次に掲げる道路を適切に配置すること。

　　　①　幹線道路

　　　　　　開発区域内の骨格道路となるもので、区域外からの交通を区域内に導入し、また、区域

　　　　　内相互を連絡する道路

　　　②　主要区画道路

　　　　　　幹線道路からの交通を街区に導入し、また、街区相互を連絡する道路

　　　③　一般区画道路

　　　　　　開発区域内の区画構成の基本となり、画地の交通の用に供する道路

　　　④　歩行者専用道路、自転車専用道路

　　　　　　専ら歩行者、自転車の通行の用に供する道路

　（２）市街化調整区域内における５ha以上の開発行為については、区域外既存道路と開発区域内道路が、少なくとも２箇所以上接続するよう計画すること。ただし、開発区域面積が５０ha以上のものの主要幹線道路は、原則として幅員１２ｍ以上の区域外既存道路と２箇所以上接続するよう計画すること。

　（３）市街化調整区域内における２０ｈａ以上の開発行為(第二種特定工作物の建設は除く。)につ　いては、予定建築物等の各敷地から２５０ｍ以内の距離に幅員１２ｍ以上の道路が配置されていること。

（４）住宅団地における一般区画道路や歩行者専用道路等は、各住戸ヘアプローチするための細街

　　　路であり、避難上及び生活車両の通行上支障のないよう計画し、良好な住環境の創出について

　　　も配慮すること。
（５）幹線道路と一般区画道路等の局地的な交通を処理する道路を直結することは、幹線道路の安

　　　全性、円滑性及び地域の生活環境の保全の点からも好ましいものではないので、適当な間隔で

　　　連結すること。

２ 開発区域内の道路の幅員

（１）開発区域内の道路幅員は、開発区域の規模、予定建築物等の用途並びにその敷地規模に応じ

　　　て次表に掲げる幅員以上を原則とする。
	予　定

建築物
	開発規模

道路区分
	O.1 ha

未満
	O.lha以上

5.0ha未満
	5.0ha以上

lOha未満
	lOha以上

20ha未満
	20 ha

以上

	住　宅
	幹 線 道 路
	
	１２ｍ以上

	
	主要区画道路
	６ｍ以上
	９ｍ以上

	
	一般区画道路
	６ｍ以上

	その他
	幹 線 道 路
	
	１２ｍ以上

	
	主要区画道路
	９ｍ以上

	
	一般区画道路
	６ｍ以上
	９ｍ以上


（２）戸建住宅団地の道路については、一画地の一辺長に限り道路幅員を５ｍ以上とすることがで

　　　きる。

（３）道路幅員のとり方は、有効幅員とする。(下図参照)


（４）幅員９ｍ以上の道路は、歩車道が分離されていること。幅員構成については、道路管理予定

　　者と協議すること。

（５）道路敷として市に帰属する範囲については、道路管理予定者と協議し決定すること。

３ 開発区域外の接続先道路の幅員

（１）開発区域内の主要な道路は、開発区域の規模、予定建築物の用途により次表に掲げる幅員以

　　上の区域外の道路（原則として公道）に接続させることを原則とする。

	予定建築物
	開　発　規　模
	道路幅員

	住　宅
	５ ha　未満
	６．５ｍ

	
	５ ha 以上　２０ ha　未満
	９．０ｍ

	
	２０ ha　以上
	１２．０ｍ

	その他
	５ ha　未満
	９．０ｍ

	
	５ ha　以上
	１２．０ｍ


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「政令」という｡）第２５条第４号の
「（開発区域の周辺の道路の状況によりやむを得ないと認められるときは、車両の通行に支障
がない道路）」とは、次のいずれかに該当する道路をいう。この場合、主として住宅の建築の
用に供する目的で行う開発行為に限るものとするが、適用に当たっては、個別に協議すること。
	都市計画法施行令第２５条第１項第４号とする道路
	最低幅員

	建築基準法第42条第1項
	0.5 ha未満
	0.5 ha以上

5 ha未満

	第1号
	道路法（昭和２７年法律第１８０号）による道路
	４．０ｍ
	５．０ｍ

	第2号
	都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、

土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による道路
	
	

	
	都市計画法第２９条の許可を受けて築造された道路
	
	６．０ｍ

	第3号
	基準時に現存する4.0ｍ以上の道
	
	

	第5号
	位置指定道路
	
	６．０ｍ


４ 道路の構造

（１）舗　装

　　①　車道は、原則としてアスファルト舗装とし、その構成は道路管理予定者と協議の上決定す

　　　ること。また、必要に応じてＣＢＲ試験を行うこと。

　　②　縦断勾配が６％以上の道路は、滑り止め舗装等の安全措置を講じること。

（２）道路勾配

　　　①　横断勾配は、１.５％～２.０％とする。

　　　②　縦断勾配は、９％以下とする。　ただし、地形等によりやむを得ないと認められかつ安全

　　　　上支障ない場合には、道路管理予定者と協議の上、小区間に限り１２％以下とすることがで

　　　　きる。

　③　縦断勾配は小さい値が望ましいが、平坦部を長区間にわたって設置するのは路面排水上問

　　　　があるため、ごく小さい値(０．３％～０．５％程度)の勾配を付けるのが望ましい。

（３）線　形

　　①　平面及び縦断線形については、道路構造令（昭和４５年政令第３２０号。以下「構造令」

　　　　という｡）によるものとし、道路管理予定者と協議の上決定すること。

　　②　平面曲線半径は、構造令で次表のように決められているが、できるだけ「最小曲線半径の

　　　望ましい値」程度を最小値として設計すること。

	設計速度
(km/hr)
	最小曲線半径

( m )
	最小曲線半径

の特例値( m )
	最小曲線半径の

望ましい値( m )

	６０
	１５０
	１２０
	２００

	５０
	１００
	　８０
	１５０

	４０
	　６０
	　５０
	１００

	３０
	　３０
	　－
	　６５

	２０
	　１５
	　－
	　３０


　　③　車道の縦断勾配が変移する箇所には、縦断曲線を挿入すること。この場合の各値は構造令

によると次表のように決められている。

	設計速度

(km/hr)
	最小縦断

曲線長( m )
	最小縦断曲線半径( m )
	縦断曲線半径の望ましい値( m )

	
	
	凸形曲線
	凹形曲線
	凸形曲線
	凹形曲線

	６０
	５０
	１，４００
	１，０００
	２，０００
	１，５００

	５０
	４０
	　　８００
	　　７００
	１，２００
	１，０００

	４０
	３５
	　　４５０
	　　４５０
	　　７００
	　　７００

	３０
	２５
	　　２５０
	　　２５０
	　　４００
	　　４００

	２０
	２０
	　　１００
	　　１００
	　　２００
	　　２００


　　　　　＊　縦断曲線長は規定値の1.5～2倍程度の長さが望ましい。

（４）道路排水

　　①　道路には、雨水等を有効に排水するために必要な側溝、街渠その他の適切な施設を設ける

　　　　こと。

②　側溝勾配、構造等は、「道路土工－排水工指針」(社団法人日本道路協会発行)等を遵守し、

　　　　また、道路管理予定者と協議して設計すること。
③　蓋については、コンクリート蓋とし、１０ｍ以内に一箇所のダクタイル鋳鉄製グレーチン

　　　グ蓋を設置すること。現場打ちで蓋をする場合は、４ｍ以内に一箇所のダクタイル鋳鉄製グ

　　　レーチング蓋を設置することとし、その長さは１ｍ以上とする。

④　管理予定者が宮崎市となる道路のダクタイル鋳鉄製グレーチング蓋には、市のマークを入

　　　れること。

⑤　桝については、会合箇所、側溝断面の変化点について必ず設置し、構造等については、道

　　　路管理予定者と協議すること。
　　 ⑥　コーナ部で使用するコンクリート蓋の縁がかりが小さくなる場合は、隣接する蓋と併せて

　　　 現場打ちとすること。(下図参照)
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（５）階段状道路

　　　　道路は階段状でないこと。ただし、専ら歩行者の通行の用に供する道路で、通行の安全上

　　　支障がないと認められる場合はこの限りでない。この場合、次に掲げる安全措置を講じるこ

　　　と。

　　①　階段上端に車止めを設けること。

　　②　階段は直高３ｍ毎に奥行き1.5mの踊り場を設けること。

　　③　手摺等の安全施設を設けること。

　　④　階段の蹴上げは15.0cm以下、踏面は30.0cm以上とすること。

（６）袋路状道路

　　　　道路は袋路状でないこと。ただし、当該道路の延長若しくは当該道路と他の道路との接続

　　　が予定されている場合又は転回広場及び避難道路が設けられている場合等避難上及び車両通

　　　行上支障がない場合で、下記のいずれかに該当する場合はこの限りでない。

　　①　道路幅員が６ｍ以上で、当該道路の延長若しくは当該道路と他の道路との接続が予定され

　　　ている場合

　　②　当該道路の終端に自動車の転回広場があり、その幅員が６ｍ以上のもの(下図参照)
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＊円形転回広場は不可とする。

　　＊画地割において、転回広場から画地ヘアプローチさせることは極力さけること。

（７）歩　道
　 　①　幅員９ｍ以上の道路は歩車道を分離することとなっているが、少なくとも片側に２ｍ以上

　 　　の歩道及び両側に0.5ｍの路肩を設置すること。また、歩道に並木、その他路上施設を設け

　　 　る場合は道路管理予定者と協議の上、別途それに要する寸法を加算すること。

　　 ②　歩道と車道は原則として縁石で分離されていること。

　　 ③　縁石で分離される歩道のタイプの選定に当たっては、道路管理予定者と協議し、決定する

　　 　こと。

　　 ④　車椅子の乗り入れ等について十分配慮されたものであること。また、点字ブロック等を設

　　 　置すること。(下図参照)
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　　 ⑤　横断勾配は２％とする。

　　 ⑥　歩道切り下げの必要な箇所の構造及び舗装については道路管理予定者と協議すること。

?



（８）道路構造物

　　 ①　道路が次に掲げるいずれかに該当する場合は、防護柵を設けること。

　　 　　　ア　法面又は崖の上にある場合

　　 　　　イ　池、河川、水路、鉄道等に隣接している場合

　　 　　　ウ　道路が屈曲している部分で、車両が路外に逸脱するおそれがある場合

　　 　　　工　歩行者の安全確保を必要とする場合

　　 ②　開発行為に関して設けられる橋梁は、管理予定者と協議し設計すること。

　　 ③　法３２条協議の段階で、他の機関から設置要望があった道路構造物については、設置に努

　　 　めること。
（９）道路のすみ切り

　　　　　開発区域内の道路が同一平面で交差、接続あるいは屈曲（区域外道路との交差、接続、屈

　　    曲も含む｡）する部分は、次表を参考に適切なすみ切り部を設けること。   (単位：ｍ)
	道路区分及び道路幅員
	主要幹線道路
	幹線道路
	主要区画道路
	一般区画道路

	
	20m以上
	18m～12m
	9m
	6m～4m

	主要幹線道路
	20m以上
	12.0
	数宇はすみ切り長さを示す。
　　(注)  　上段：交差角９０度の場合
　　　中段：　〃　６０度

	
	
	15.0
	

	
	
	8.0
	

	幹 線 道 路
	18m

12m
	10.0
	10.0
	下段：　〃１２０度？？？？

	
	
	12.0
	12.0
	

	
	
	 8.0
	 8.0
	

	主要区画道路
	9m
	 5.0
	 5.0
	5.0
	

	
	
	 6.0
	 6.0
	6.0
	

	
	
	 4.0
	 4.0
	4.0
	

	一般区画道路
	6m


4m
	 3.0
	 3.0
	3.0
	3.0

	
	
	 4.0
	 4.0
	4.0
	4.0

	
	
	 2.0
	 2.0
	2.0
	2.0


（１０）道路境界

　　　　　市帰属となる道路については、確定測量に基づいて変化点毎に宮崎市指定の境界杭又は境

　　　　界プレートを設置すること。

（１１）その他

　　　①　電力柱又は電話柱の建柱場所は、規定の道路幅員外の用地を確保して建柱すること。

　　　②　公道と接続する交差点においては、警察と協議の上、右左折レーンを設置するなど、必要

　　　　な処置を講じること。

　　　③　見通しの悪い箇所については道路管理予定者と協議の上、カーブミラーを設置すること。

　　　④　道路付属物については、道路管理予定者と協議の上、設置すること。

Ⅲ 公園等基準

　１ 公園等の構成及び配置

　（１）法に基づく公園等の面積は有効面積とする。

　（２）公園等有効面積には、急な斜面地、狭小不整備な未利用地及び造成のために生ずる法面、道

　　　路、河川、宅地その他明らかに公園以外の目的をもつ土地並びに施設の構成部分とみなされる

　　　土地を含まないこと。

　（３）公園等の位置、規模、形状、施設等の詳細については、その都度管理予定者と協議し、決定

　　　するものとする。

　（４）公園等の敷地が塵芥、へどろ、岩石等著しく不適当と思われる土質の場合又は軟弱地盤の場

　　　合は、良質土と入れ替えて造成すること。

　（５）開発区域内に樹林地（現況山林又は地目山林をいう。）を含む場合は、原則として当該樹林地面積の２０％以上を緑（樹林、草地及び水面をいう。）として保全すること。
（６）山林開発（開発区域内の樹林地面積が開発区域面積の５０％以上を占めるものをいう。）にあっては、宅地内緑化に関する基準を定めた地区計画を定めることとし、その他の開発にあっては、必要に応じて定めるよう努めること。
（７）５ｈａ未満の開発行為における公園計画に当たっては、必要な防災、避難活動などに利用できるものとして次表の公園面積を確保するものとする。

	開発区域面積
	開発区域面積に対する
公園面積

	0.3ha以上0.4ha未満
	120㎡以上

	0.4ha以上0.5ha未満
	150㎡以上

	0.5ha以上5 ha未満
	3％以上


（８）５ｈａ以上の開発行為における公園計画に当たっては、健全な樹木の集団を取り込むなど、緑の保全と創出について配慮するものとし、原則として次表の公園面積を確保すること。ただし、山林開発以外のものにあっては法に基づく地区計画、建築基準法に基づく建築協定又は都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）に基づく緑地協定のいずれかで宅地内緑化を図ることで、開発区域面積に対する公園面積の割合を３％以上にすることができるものとする。

	開発区域面積
	開発区域面積に対する
公園面積

	5ha以上20ha未満
	4％以上

	20ha以上50ha未満
	5％以上

	50ha以上
	6％以上




２ 公園設置基準

（１）位　置

　　　①　０.３ha以上５.０ha未満の開発行為における公園は１箇所とし、開発区域の中心に置

　　　　するよう配置すること。

　　　②　５.０ha以上の開発行為において公園を１箇所設ける場合にあっては、区域内の中心に

　　　　位置するように配置することとし、２箇所以上の場合は管理予定者と協議するものとする。

　　　③　公園が市道に接する距離は、公園の外周の１／６以上とすること。

　　　④　公園は、高層住宅等の影とならないよう配置すること。

　　　⑤　公園内には、車の乗り入れができないように設計すること。

　　　⑥　公園が主要区画道路以上の道路に接しているときは、当該道路の公園側に歩道が設置され

　　　　ていること。

　　　⑦　公園の規模が街区公園以上の場合は、宅地に隣接しないこと。

　　　⑧　公園は、低湿地、高圧送電線塔等その利用に障害及び危険となる場所並びに高低差の著し

　　　　い場所は避けるものとする。

（２）形　状

　　　　正方形を標準とし、三角形等の利用効率の悪い形状としないこと。

（３）占用物件

　　　　電柱等の占用物は、設置しないこと。ただし、やむを得ず敷地内に防火水槽を設置する場

　　　　合には、土被りを１.０ｍ以上確保すること。

３ 公園施設基準

　　公園内の施設は、公園利用者すべての人の安全性及び利便性の確保を第一に考慮し、以下の

　基準によること。並びに、宮崎市福祉のまちづくり条例に基づく整備基準に適合すること。
（１）管理施設

　　①　出入り口

　　　　ア　原則として２箇所以上とすること。

　　　　イ　幅２.０ｍ以上で、原則として道路との段差が生じない構造とすること。やむを得

　　　　　　ず段差が生じる場合には勾配を５％以下ですりつけること。

　　　　ウ　可動式車止めを設置し、間隔は有効９０ｃｍ以上１２０ｃｍ未満とすること。

　　　　エ　門柱を設置し、公園名を入れること。(公園名は、管理予定者と協議し決定すること｡)

　　　　オ　コンクリート舗装(厚さ１０ｃｍ以上、長さ１.５ｍ以上)等で被覆すること。

　　　　力　出入り口の側溝には、コンクリート製の蓋を掛けること。

　　②　外　柵

　　　　ア　外周りには､公園区域内に外柵を設置すること。

　　　　イ　高さは１.０ｍを標準とし、転落防止に資する場合は１．２ｍ以上とする。

　　　　ウ　品質は樹脂静電気粉体塗装製品等とし、管理予定者と協議すること。

　　　　エ　基礎はコンクリートブロックを標準とする。

　　③　照　明

　　　　　ア　公園内に設置する配線は地下埋設とし、土被りを０.６ｍ以上確保すること。

（２）園路広場施設

　　　　　ア　公園敷地全体の表土を深さ１５ｃｍ以上の良質土に入れ替え、小石等を除去し、転

　　　　　　圧整地した上で全面張り芝とすること。

　　　　　イ　主要園路を設ける場合にあっては、舗装等の仕上げは雨に濡れても滑りにくいもの

　　　　　　とすること。

（３）排水施設

　　　　　ア　表流水は、できる限り園内において浸透処理させること。

　　　　　イ　雨水が園内へ流入しないようにすること。

　　　　　ウ　雨水その他の地表水を排除するため、側溝、管渠、雨水枡等を適宜設置し、流末は原則として公共排水施設へ接続すること。また、必要に応じて暗渠排水等で処理すること。

（４）修景施設

　　　　　ア　植栽は、公園面積に応じ上木（３．０ｍ以上）、中木（１．０ｍ以上３．０m未満）

　　　　　　並びに下木（１．０m未満）を配置し、成長に必要な客土、土壌改良及び施肥を行い、

　　　　　　上木並びに中木は、各々に合った支柱により養生を行うこと。

　　　　　イ　植栽については、樹種の選定、樹木量、植え付け、支柱方法等管理予定者と協議の

　　　　　　うえ決定すること。

　　　　　ウ　樹木には樹名板を設置することとし、規格、材質等については管理予定者と協議す

　　　　　　ること。

（５）便益施設

　　①　水飲み場

　　　　　ア　障害者兼用のものとすること。

　　　　　イ　排水は開渠とし、蓋を掛けること。

　　　　　ウ　盗水防止栓とする。

　　　　　エ　水道の給水管を布設し、メーターを設置すること。なお位置については、出入り、

　　　　　　植栽等の支障にならないところとする。

　　②　便　　所

　　　　　水洗とし、規模、構造等については管理予定者と協議すること。

（６）休養施設

　　　　　ア　休憩所は、耐久性のあるものとする。

　　　　　イ　ベンチは、固定式とする。

（７）遊戯施設

　　　　（社）日本公園施設業協会に加入するメーカーの製品を使用すること。


（８）境界杭又は境界プレート

　　　　現地の境界及び折れ点には、宮崎市指定の境界杭(コンクリート製)又は境界プレートを

　　　設置し、公園区域を明示すること。
（９）遊具、休養、便益施設等は、次表を標準とする。

　　　　　なお、５００㎡未満の公園には給水管を配置し、メーターボックスを設けておくこと。た　　　　　だし、メーターは設置しないこと。

	公園面積
	遊　　具
	ベンチ
	便所・水飲み場・水銀灯の設置

	２００㎡未満
	ブランコ?
すべり台など
	２　基
	－

	２００㎡以上

５００㎡未満
	ブランコ?
すべり台など
	２～３基
	－

	５００㎡以上

１０００㎡未満
	ブランコ?
すべり台など
	４～６基
	水飲み場及び水銀灯を設置すること。

(メーター及びメーターボックス設置)

	１０００㎡以上
	ブランコ?
すべり台？？
その他の遊具
	６基以上
	便所、水飲み場及び水銀灯を設置すること。

(メーター及びメーターボックス設置)


（１０）その他

　　　　　　ア　鉄骨等の基礎構造は、地際の設置部分をコンクリート等で盛り上げ、腐食防止構造

　　　　　　　とすること。

　　　　　　イ　遊具は、遊戯中のけが等を未然に防止するための安全対策を十分に行うこと。

　　　　　　ウ　各施設の詳細については、その都度管理予定者と協議のうえ決定すること。



Ⅳ 排水基準

　１ 排水施設の計画

　（１）排水施設の管渠の勾配及び断面積は、１０年に１回の確率で想定される降雨強度値以上の強度値を用いて算定した計画雨水量を有効に排出することができるように定めなければならない。

　（２）排水施設の計画に当たっては、開発区域及びその周辺の地形、土地利用を充分勘案して集水

　　　区域を決定し、開発によって開発区域及びその周辺の区域に溢水等の被害を生じないよう、排

　　　水施設等の規模構造及び能力を決定するものとする。

　（３）計画雨水量は、開発区域の規模、地形、周辺の状況等により算定するが、一般に下記の式を

　　　標準とする。


Q = 　   C ・ I ・ A （合理式）
Ｑ： 計画雨水量(㎥/sec)　　Ｉ：降雨強度(㎜/hr)

Ｃ： 流出係数 　　　　 　　Ａ：排水面積(ha)　 


I=　　   　 （タルボット式）　　 ※　河川改修工事については、別途河川管理者

　　　　　 と協議すること。

ａ：(定数)　ｂ：(定数)　ｔ：流達時間（min）　　

t＝t1＋t2
ｔ1：流入時間（min）　　ｔ2：流下時間（min）　　

t2= 　　  　
　　　　　　 　Ｌ：流路の延長（ｍ）

　　　　　　 　Ｖ：管渠の流速（ｍ）

C =Σ Ci Ai /Σ Ai
C ：平均流出係数 　　　  Ci： 地形の流出係数   

Ai：地形の面積 　　　　　ｍ： 地形の種類の数   

?流入時間（ｔ1 ）

	人口密度が大きい地区
	　　５分
	幹　　線
	　　　　５　　分

	人口密度が小さい地区
	　１０分
	枝　　線
	　　　７～１０分

	平　　均
	　　７分
	
	


※　流出係数(Ｃ)は、下記に示す値を標準とする。なお、土地利用形態が単一でない場合は、形

　　態毎の加重平均で算出する。


工種別基礎流出係数（Ｃ）

	工 種 別
	流出係数
	工 種 別
	流出係数

	屋　　　　根
	０．９０
	間　　　　地
	０．２０

	道　　　　路
	０．８５
	芝樹木の多い公園？
	０．２１

	その他の不透面
	０．８０
	勾配の緩やかな山地
	０．３０

	水　　　　面
	１．００
	勾配の急な山地？？
	０．５０


用途別総合流出係数(Ｃ)

	敷地内の間地が非常に少ない商業地や類似の住宅地
	０．８０

	浸透面の野外作業所などの間地を若干もつ工場地域や、庭が若干ある住宅地域
	０．６５

	住宅公団団地などの中層住宅団地や１戸建て住宅の多い地域
	０．５０

	庭園を多くもつ高級住宅地域や畑地などが割合い残る郊外地域
	０．３５

	ゴルフ場等、裸地がなく大部分が芝地の地域
	０．５以上


（４）計画汚水量は、家庭汚水量、工場汚水量及び地下水量に区分し、次の各項を考慮して定める。

　　①　家庭汚水量

　　　　　　家庭汚水量の一人一日最大汚水量は､計画目標年次におけるその地域の上下水道計画(計

　　　　　画の見込みを含む。）の一人一日最大給水量を勘案して定め、用途地域別の基礎家庭汚水

　　　　　量と営業汚水量との割合を考慮する。

　　　②　工場排水量

　　　　　　予定建築物の用途、規模等に応じ、予想される計画使用量を勘案して定める。なお、地

　　　　　下水､河川水を使用し、多量の廃水を排出する工場等については、個々に排水量を調査し、

　　　　　将来計画も見込んで汚水量を算出する。

　　　③　地下水量

　　　　　　地下水量としては、一人一日最大汚水量に計画人口を乗じたものの１０～２０％を見込

　　　　　むものとする。

　　　④　計画一日最大汚水量(処理施設の容量決定の基礎数値)

　　　　　　計画一日最大汚水量は、一人一日最大水量に計画人口を乗じ、工場排水量、地下水量そ

　　　　　の他の排水量を加算したものとする。

　　　⑤　計画一日平均汚水量

　　　　　　計画一日平均汚水量は、計画一日最大汚水量の７０～８０％を標準とする。

　　　⑥　計画時間最大汚水量(管路施設及びポンプ場施設の容量決定の基本量)

　　　　　　計画時間最大汚水量は、計画一日最大汚水量の一時間当たりの量の１.３～１.８倍を標

　　　　　準とする。


（５）雨水の地下浸透施設の設置

　　　　開発区域の地形及び地質の状況に応じて、雨水の流出抑制に加え、地下水涵養、河川低水

　　　流量の保全等のための地下浸透施設を積極的に取り入れるよう努めること。なお、設置に当

　　　　たっては、「宅地開発に伴い設置される浸透施設等設置技術指針」(平成１０年建設省建設経

　　　　済局宅地課民間宅地指導室発行）を参照すること。

２ 管渠断面の決定

（１）管渠の断面積は、円形管にあっては満流、コンクリート三面張（部分的なＢＯＸ等の横断暗

　　　　渠を含む｡）にあってはその断面の８０％以下で計画流量を流しうる断面とする。

（２）管渠流量の計算は、次式（マニング式）を標準とする。
Ｑ ＝ Ａ・Ｖ

Ｖ ＝ 　 ・Ｒ２／３ ・Ｉ１／２
　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｑ：流量　　　　　　（ ㎥/sec ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ：流水の断面積　　（ ㎡ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｖ：流速　　　　　　（ m/sec ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｎ：粗度係数

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ：径深            （ ｍ ）   ( Ｒ＝Ａ／Ｐ )

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｐ：流水の潤辺長    （ ｍ ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ：勾配

（３）粗度係数は、次のとおりとする。

　　　　　　　硬質塩化ビニール管　　　　　　　　　　　　　　０.０１０

　　　　　　　鉄筋コンクリートヒューム管などの２次製品　　　０.０１３

　　　　　　　現場打ちコンクリート　　　　　　　　　　　　　０.０１５

　　　　　　　石積等２面張　　　　　　　　　　　　　　　　　０.０２５

　　　　　　　石積２面積＋現場打ち底盤コンクリート　　　　　０.０２０

（４）排水施設の管渠における設計速度は一般に下流に行くに従い漸増させ、勾配は下流に行くに

　　従い次第に緩くなるようにし、下記の表を標準とする。

	排水施設
	最小流速
	最大流速

	汚水管渠
	0.6 m/sec
	3.0 m/sec

	雨水管渠
	0.8 m/sec
	3.0 m/sec


３　管渠の種類と断面形状

（１）雨水管については、遠心力鉄筋コンクリート管又はボックスカルバートとするが、その他の

　　　製品を使用するときは、管理予定者と別途協議すること。

（２）本管の最小管径は、汚水管渠にあっては２００ｍｍ(ただし、開発区域内及びその周辺の地

　　形等によっては、協議の上１５０ｍｍとすることができる｡)、雨水管渠及び合流管渠にあっては２５０ｍｍとする。

（３）開渠の最小断面は３００ｍｍ以上とし、道路側溝的なものについては、落蓋式構造を原則と

　　する。

４ 管渠の埋設位置及び深さ

（１）汚水及び雨水の管渠排水施設は、道路その他の公共用地の維持管理に支障のない場所に設置

　　すること。宅地内に設ける場合は､管渠排水施設の維持管理に支障のない場所に設置すること。

（２）最小土被りは、０．８m以上を原則とし、下水道計画がある区域についてはその計画を勘案

　　して布設すること。

（３）公共用地に管渠等の排水施設を埋設する場合は、その埋設の位置、深さ等について管理予定

　　者と協議すること。また、管渠が河底を横断する場合は、その埋設の位置及び深さ並びに構造

　　について河川管理者と協議すること。　

５ 管渠の基礎工、管渠の接合

（１）管渠の基礎は、管渠の種類、土質等に応じて次の各号を考慮して定める。

　　①　鉄筋コンクリート管等には、条件に応じてまくら胴木、砂、砂利、梯子胴木、コンクリー

　　　ト等の基礎をもうける。

　　②　硬質塩化ビニール等は、原則として自由支承の砂基礎とし、条件に応じ梯子胴木、布基礎

　　　等を設ける。

（２）管渠の接合にっいては、次のとおりとする。

　　①　管渠の管径が変化する場合又は２本の管渠の合流する場合の接合方法は、原則として水面

　　　接合又は管頂接合とする。

　　②　地表勾配が急な場合は、管径の変化の有無にかかわらず、原則として地表勾配に応じ、段

　　　差接合又は階段接合とする。

　　③　２本の管渠が合流する場合の中心交角は、原則として６０度以下とし、曲線をもって合流

　　　する場合の曲線半径は、内径の５倍以上とする。　

６ マンホールの設置

（１）暗渠構造の排水施設には、マンホールを次の各号により、設置すること。

　　①　マンホールは、管渠の起点箇所、方向、勾配、管渠径等の変化する箇所、段差の生ずる箇

　　　所、管渠の会合する箇所及び維持管理の上で必要な箇所に必ず設ける。

　　②　管渠の直線部のマンホール最大間隔は、管渠径によって下表を標準とする。

	管 渠 径(㎜)
	300以下
	600以下
	1,000以下
	1,500以下
	1,650以下

	最大間隔(ｍ)
	75
	　　100
	100
	150
	200



③　地表勾配が急な場所等で段差が０．６ｍ以上生じたときは、流下量に応じた副管付きマン

　　　　ホールを設けるものとし、副管の径は、次表の値とする。

	本　管　内　径(㎜)
	150
	200
	250～400
	450

	副　　管　　径(㎜)
	100
	150
	200
	250


④　マンホール蓋はダクタイル鋳鉄製、足掛け金具はダクタイル鋳鉄製樹脂巻とし、マンホー

　　　　ルの市章の有無については管理予定者の指示によること。

⑤　マンホール側塊は、市において承認したものを使用する。

⑥　マンホールの形状別用途については、次表によるものとするが、支障がないと認められる

　　　　場合には、指示による塩化ビニール樹脂製マンホールの使用を認めることがある。

	呼び方
	形状寸法
	用　　　　　　途

	１号マンホール
	内径　90 ｃｍ　円形
	管の起点及び600mm以下の管の中間点並びに

内径450mmまでの管の会合点でマンホール深

さ2.5m未満とする。

	２号マンホール
	内径　120 ｃｍ　円形
	内径900mm以下の管の中間点及び内径600mm

以下の管の会合点又は１号基準外の深さ2.5m以

上とする。

	３号マンホール
	内径　150 ｃｍ　円形
	内径1,200mm以下の管の中間点及び

内径1,800mm以下の管の会合点

	４号マンホール
	内径　180 ｃｍ　円形
	内径1,500mm以下の管の中間点及び

内径1,900mm以下の管の会合点

	５号マンホール
	内のり210×120角形
	内径1,800mm以下の管の中間点

	６号マンホール
	内のり260×120角形
	内径2,200mm以下の管の中間点

	７号マンホール
	内のり300×120角形
	内径2,400mm以下の管の中間点


７ 排水施設の配置及び構造

（１）雨水桝及び汚水桝

　　①　道路内の雨水桝の設置位置は、歩車道の区分のある場合はその境界に、区分のない場合は

　　　道路と民有地の境界付近に設けるものとし、路面雨水の集まる道路隅切り外角には必ず設け

　　　るものとする。宅地内の雨水桝については、浸透桝の設置に努めること。

　　②　雨水桝にあっては深さ１５センチメートル以上の泥溜が、汚水桝にあってはその接続する

　　　管渠の内径又は内のり幅に応じ相当の幅のインバートが設けられていること。

　　③　汚水本管に直接接続される汚水桝は、原則として各戸(各区画)に設け、汚水桝の位置選

　　　定に当たっては、汚水本管への取付け及び建築物との関係を考慮の上、宅地内に設けるもの

　　　とする。

（２）取付け管
①　材質は､硬質塩化ビニール管又はこれと同等以上の強度及び耐久性のあるものを使用する。

　 　 ②　布設方向は、本管に対して直角かつ直線的に布設し、取付け部は、本管に対して６０度又

　 　 　は９０度とする。

　 　 ③　取付け管の勾配は１０％以上とし、位置は本管の中心線から上方に取り付けるもとする。

　  ④　汚水の取付け管の管径は、分流区域１００ｍｍ、合流区域１５０ｍｍを標準とする。雨水

　　  　の取付け管の管径は２００ｍｍ以上とする。ただし、本管が２５０ｍｍ以下の場合は、取付

　　  　け管の管径は１５０ｍｍとする。

　　　⑤　本管へ取付け管を接続する場合は、支管を用いるか又は本管に枝付き管を用いるものとす

　　　　る。

８ 汚水処理施設

（１）設置する処理施設は、標準活性汚泥方式又はこれと同等以上の処理能力を有する施設とする

　 　 こと。

（２）処理された放流水の水質は、水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）に基づく水質基

　　　準及び関係法令に適合すること。

９ 洪水調節(整)池等

（１）開発区域の面積が１ｈａ以上の開発行為で、雨水を既存の河川、水路、ため池等（以下「河

　　　川等」という｡）に放流しようとする場合は、当該河川等の管理者と協議し調整池等の適当な

　　　施設を設けるものとする。また、１ｈａ未満の開発行為についても排水能力に応じて当該河川

　　　等の管理者と協議すること。

（２）調整池の技術的基準は、「防災調節池等技術基準（案）」(社団法人日本河川協会発行)に

　　　よる。


Ｖ　消防水利基準

　 １ 消防水利設置基準

　　　　消防水利の設置は、消防水利の基準(昭和３９年消防庁告示第７号)によるほか、次の各号

　　　に定めるところによるものとする。

　（１）開発区域内の消防水利が消火栓のみに偏る場合は、消火栓５基以内につき１基の割合で、防

　　　火水槽を設置すること。

　　　　この場合において、防火水槽の位置に重複する消火栓は、設置しないことができる。

　（２）防火水槽は、開発区域全体を勘案し、１地区に偏ることのないよう設置するとともに、２基

　　　以上の防火水槽を設置する場合においては､それらの間隔がおおむね５００ｍ以内となること。

　（３）前各号により、防火水槽を設置する場合は、次に掲げる事項に適合すること。

　　　①　維持管理上、安全な位置に設置することとし、地下埋設式とすること。

　　　②　設置場所は、原則として独自の用地を確保すること。

　　　③　開発区域内に公園が設置される場合は、防火水槽用地は、公園用地と一体的土地利用もで

　　　　きるものとする。

　（４）開発事業者は、消火栓を設置する場合は公道上(開発により築造される道路も含む｡)に設

　　　置すること。ただし、開発規模、地形、建築物の位置等によって公道上に設置することが適当

　　　でない場合は、この限りでない。

　（５）消防水利の設置において、当該開発行為と既に開発許可申請された開発行為とが同一地域を

　　　形成する場合で、申請者等が同一のものであるときは、これらの開発行為は同一のものとみな

　　　す。

　２ 消防水利設置の免除等

　　　　開発区域内において、消防水利が十分であると消防長が認めたときは、上記の基準にかかわ

　　　らず、消防水利の設置を免除又は緩和することができる。

　３ 中間検査の手続き

　　　　中間検査は、防火水槽にあっては、配筋工事が完了した時点とする。

　４ 管理引継の手続き

　　　　防火水槽は、管理引継検査を受け、引継後１年以内に漏水等の異状が発生したときは、事業

　　　者の負担により必要な措置を講じるものとする。

　５ 消火栓の構造基準

　（１）消火栓の技術上の規格については、水道事業管理者の定めるところによる。

　（２）消火栓の蓋は、黄色に着色加エしたものとする。

　６ 防火水槽の構造基準

　（１）種　類

　　　①　現場打ち鉄筋コンクリート水槽

　　　　　　建設工事現場で、所定の型枠にコンクリートを打ち込んで造る鉄筋コンクリート水槽


　　　②　２次製品水槽

　　　　　　工場において、原材料を混合及び成型又は組立てを行う等の加工工程を経て生産され建

　　　　　設工事現場に搬入設置される水槽

（２）構　造

　　　　　防火水槽の構造は次のとおりとするが、詳細については、「防火水槽等技術指針等の作成

　　　　に関する報告書」(自治省消防庁刊)を参考とすること。

　　　①　地下埋設式とし、水槽底の深さは底設ピット部分を除き、地上面より4.5m以下であるこ

　　　　と。なお、防火水槽を公園敷き等に設置する場合は、土被り1.0m以上とする。

　　　②　一層式とし、有蓋及び有底であること。

　　　③　耐震性であること。

　　　④　吸管投入孔は、一水槽の頂版上に取り付けるものとし、内径６０ｃｍ以上の丸形とするこ

　　　　と。なお、吸管投入孔の開口部には、鋳鉄製の蓋及び蓋枠を設置し、蓋は、蝶番に類する取

　　　　り付け金具を有し、開閉が容易な構造としたうえ、宮崎市章入りで防火水槽と明示し黄色に

　　　　着色加工すること。

　　　⑤　吸管投入孔の地表部と水槽本管を結ぶ直結管は、鉄筋コンクリート製を原則とし、水平方

　　　　向荷重によってずれないよう本体に堅固に取り付けること。

　　　⑥　吸管投入孔の直下に設ける底設ピットの内寸法は、角形ピットの場合、６０ｃｍ角以上、

　　　　深さ５０ｃｍ以上とすること。

　　　⑦　防火水槽容量は、底設ピット部分とマンホール立上り部分を除した部分とする。

７ 消防水利標識の設置

　　　消火栓及び防火水槽は、配置場所が明瞭に確認できるように、別図のとおり標識を設置しな

　　ければならない。
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Ⅵ公共公益施設設置基準

　(１)開発区域内に設けられる公共公益施設(法第３３条第２号から第４号に規定されている開発

　　者が自ら整備する公共施設を除く)は、それぞれの施設の関係機関と十分協議したうえで、そ

　　の敷地が適切に配分されるよう設計すること。公共公益施設は次表を標準とするが、次表に示

　　す開発規模未満のものについても必要と思われるものは、設置に努めること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住区構成と施設配置

	近隣住区数
	
	
	１
	２
	４

	
	隣 保 区
	分　区
	近 隣 住 区
	地　　　区

	戸　数
人　口
	50～150
200～600
	500～1,000
2,000～4,000
	2,000～2,500
7,000～10,000
	4,000～5,000
14,000～20,000
	8,000～10,000
28,000～40,000

	教 育 施 設
	
	幼　稚　園
	小　学　校
	中　学　校
	高 等 学 校

	福 祉 施 設
	
	保育所、託児所
	
	
	(社会福祉施設)

	保　健
	
	診療所(巡回)
	診療所(各科)
	
	病院(入院施設)
保　健　所

	保　安
	防火水槽
（消火栓）
	警察派出所
(巡回)
	巡査駐在所
消防派出所
	
	警　察　署
消　防　署

	集 会 施 設
	集 会 室
	集 会 場
	公　民　館

	通 信 施 設
	
	ポスト・公衆電話
	郵 便 局

	商 業 施 設
	
	日 用 品 店 舗
	専門店、スーパーマーケット

	サービス施設
	
	銀　行


（２）集会所用地

　　　①　集会所用地は、道路、街区の配置、地形等を勘案して配置すること。

　　　②　集会所用地の所要面積は、次表を標準とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　集会所用地

	計　画　戸　数
	敷地面積（㎡）

	50　～　　 69
	　100

	70  ～ 　　99
	　140

	100　～　　149
	　180

	150　～　　499
	　260

	500　～　　999
	　400

	1,000　～　1,499
	　720

	1,500　～　1,999
	1,040

	2,000　～　2,499
	1,200

	2,500　～？？？?
	1,600




（３）集会室

　　　①　共同住宅の集会室は、利用者の利便を配慮した位置に配置すること。

　　　②　集会室の規模は、次表を標準とする。

集会室規模

	計 画 戸 数
	床 面 積 （㎡）

	50　～　149
	30　～　 70

	150　～　299
	50　～　100

	300　～　599
	70　～　150

	600　～　999
	100　～　200

	1,000　～？？？?
	150　～　300




宮崎市開発行為事務取扱要領

宮崎市開発行為事務取扱要領

　　　　　　　　　　　　　　（平成１７年１２月　　日告示　　　号）
１ 目的

この要領は、宮崎市開発指導要綱（平成１１年告示第２９０号。以下「要綱」という。）第５条

の規定に基づく開発行為に係る手続等に関し、必要な事項を定めるものとする。

２ 用語の定義

　　この要領における用語の意義は、要綱第２条に定めるところによるものとする。

３ 開発行為に係る相談

　　市長は、この要領の運用に先立ち、事業者から開発行為の該当性及び立地の可否について相談を受けたときは、誠実にこれを遂行するものとする。なお、１ｈａ以上の開発行為の相談にあっては、土地利用について庁内調整を行うものとする。

４ 事前指導

（１）事業者は、開発行為における基本的な土地利用計画（以下「基本計画」という。）を行うに当たっては、市長から事前指導を受けるため、開発行為事前指導申出書（様式第１号）により市長に申出を行うものとする。

（２）前号の申出書には、次に掲げる図書を添付するものとする。

　　　　　ア　開発区域位置図（１／２５，０００）

　　　　　イ　開発区域図　　（１／　２，５００）

　　　　　ウ　公図

　　　　　エ　現況図

　　　　　オ　土地利用計画図

　　　　　力　排水施設計画平面図

　　　　　キ　現況写真

　　　　　ク　その他市長が必要と認める図書

（３）市長は、第１号の申出があった場合は、必要な指導及び助言に努めるものとする。

５ 事前協議

（１）事業者は、前項の事前指導を受け、基本計画が確定した後、開発行為に関する工事の実施設　　　計に当たっての詳細な協議（以下「事前協議」という。）を行うため、開発行為事前協議申請書（様式第２号）により市長に申請するものとする。ただし、事前協議事項が消防水利に係るものにあっては消防長に、上下水道施設に係るものにあっては上下水道事業管理者に申請するものとする。

（２）前号の申請書には、別表１に定める図書を添付するものとする。



（３）事前協議は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という｡）第３２条に規

定する同意又は協議を兼ねるものとする。ただし、開発区域内に市が管理している公共施設が存する場合は、事前に当該公共施設の管理者の同意を必要とするものとする。

（４）市長（消防水利に係るものにあっては消防長、上下水道施設に係るものにあっては上下水道事業管理者）及び事業者は、公共公益施設に関する同意・協議書（様式第３号）により、事前協議が整った旨の確認を行うものとする。

（５）要綱第２２条第１項の規定による開発計画の公開は、開発事業計画板（様式第４号）によるものとし、第２項の規定による報告は、開発事業計画公開報告書（様式第５号）によるものとする。

（６）要綱第２４条第２項の規定による報告は、説明会等実施報告書（様式第６号）によるものとする。

（７）事業者は、前２号の報告を第４号に規定する確認の前までに行うものとする。

６ 開発行為の許可申請に当たっての準備

（1） 事業者は、開発行為に関係する公共施設において、前項の事前協議に係る公共施設以外のも

のについては、法第３２条の規定による手続きを行うものとする。

（2） 事業者は、２０ｈａ以上の大規模開発を行うときは、都市計画法施行令（昭和４４年政令第

１５８号。以下「令」という｡）第２３条第１項に定める者と協議を行うものとする。

（3） 事業者は、開発行為の施行に当たり、開発区域内に開発行為の妨げとなる権利を有する者が

あるときには、できる限り当該権利者全員の同意を得るよう努めるものとする。

（4） 事業者は､開発行為の許可申請に当たり、他の法令に基づく許認可等を必要とするときには、

当該許認可等の手続を行うものとする。

７ 許可申請

（１）都市計画法施行規則（昭和４４年省令第４９号。以下「規則」という｡）第１６条第１項の申請書により許可申請を行う者は、第５項第４号の規定による確認が終了した後に、これを行うものとする。

（２）前号の申請書には、別表２に定める書類を添付するものとする。

　（３）第１号の申請書の提出部数は正本１部としＡ４版の大きさで提出するものとする。（必要図

面については原則として図面袋を使用するものとする｡）

８ 工事着手の届出

　　宮崎市都市計画法施行細則（平成９年規則第６４号。以下「細則」という｡）第１１条の届出書には、開発区域位置図及び細則第１２条による許可標識の設置状況の写真を添付するものとする。

９ 公共施設工事の検査

（１）事業者は、公共施設の工事が完了したときは、市長及び消防水利に係るものにあっては消防長、上下水道施設に係るものにあっては上下水道事業管理者（以下「市長等」という｡）に公

共施設工事完了届（様式第７号）を届け出、確認検査を受けるものとする。ただし、工事中

において検査が必要になったときは、その都度当該確認検査を受けるものとする。
（２）事業者は、前項の公共施設工事完了届を届け出るに当たっては、あらかじめ当該公共施設の工事が法第３２条の規定による協議内容に適合していることを確認するものとする。

（３）第１号の公共施設工事完了届には、開発区域位置図、公共施設測量図、完工図及び公共施設に関する工事写真（工事写真撮影要領に基づき撮影されたものに限る｡）を添付するものとする。

（４）事業者は、第１号の確認検査で市長等から指示を受けたときは、これを誠実に履行するものとする。

（５）事業者は、第１号の確認検査前までに、市長等と協議のうえ、境界杭又は境界プレートを設置するものとする。

（６）消防長は、第１号の確認検査の結果、法第３２条の規定による協議内容に適合しているときは消防水利工事確認書（様式第８号）を交付するものとする。

（７）事業者は、前号の消防水利工事確認書の交付を受けようとするときは、第１１項に定める公共施設の帰属管理手続に必要な図書を消防長に届け出るものとする。

１０ 工事完了検査

（１）事業者は、前項の確認検査が終了したときは、規則第２９条第１項の工事完了届書を市長に

　　　提出し、工事完了検査を受けるものとする。

（２）事業者は、前号の完了届を提出するに当たっては、あらかじめ当該工事の内容が開発許可の

　　　内容に適合していることを確認するものとする。

（３）第１号の完了届書には、次項に定める公共施設の帰属管理手続に必要な図書（消防水利に係るものは除く。）、工事写真（工事写真撮影要領に基づき撮影されたものに限る｡）、出来形管理図書、品質管理図書及び前項第６号の消防水利工事確認書を添付するものとする。

（４）市長は、第１号の検査の結果、開発許可の内容に適合しているときは、規則第３０条第１項

　　　の検査済証を交付するものとする。

１１ 公共施設の帰属管理手続

（１）事業者は、法第３２条に規定する協議で市長等が公共施設の登記を行うこととなったときは

　　　公共施設帰属登記書類届出書（様式第９号）を市長等に届け出るものとする。

（２）前号の届出書には、別表３に定める図書を添付するものとする。

（３）事業者は、当該公共施設に係る土地に所有権以外の権利があるときは、その権利を抹消する

　　　ものとする。

（４）法第３２条に規定する協議で市に帰属することとなった公共施設は、法第３６条第３項の公

　　　告の翌日から市に帰属するものとする。

（５）事業者は、法第３２条に規定する協議で市長等が公共施設を管理することとなったときは、

　　　公共施設管理引継書（様式第１０号）を市長等に届け出るものとする。

（６）前号の管理引継書には、別表４に定める図書を添付するものとする。

（７）市長等が管理することとなる公共施設については、原則として市に帰属された日から管理を

　行うものとする。ただし、法第３２条に規定する協議で管理について別の定めがあるときにつ

　いては、この限りでない。

１２　かしの補修

　　事業者は、法第３２条に規定にする協議で市長が管理することとなった公共施設にかしがあった

　ときは、帰属の日から２年間を経過するまでは、事業者の負担により補修するものとする。


様式第１号

年　　月　　日

開　発　行　為　事　前　指　導　申　出　書

宮 崎 市 長 　殿

　　　　 　　 事業者　住所

　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　　　　　　 　 電話

　　　　　 　 代理者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　 　　　　　　印　　　

　　　　　　　　　 　 電話

宮崎市開発行為事務取扱要領第４項第１号の規定により、下記のとおり申し出ます。

記

	開発行為の場所
	宮崎市

	開発行為の目的
	□ 宅 地 分 譲　□ 共 同 住 宅　□ その他(　　　　　　　)

	区　　　　　域
	□　市街化区域(　　　　　　　　　地域)　　□　市街化調整区域

□　その他（　　　　　　　　　　　）

	開発区域面積
	㎡　　　　　

	計画の概要
	宅地分譲
	区画数

(戸建)
	(　　　　)戸
	区　画　面　積(　㎡　)

	
	
	
	
	平均
	
	最大
	
	最小
	

	
	上記以外の場合
	建　築　面　積
	延　床　面　積
	棟　　　　数

	
	
	㎡
	　　　　　　　　　　㎡
	戸

	
	
	階　　　　　　　　　　数
	高　さ
	戸　数

	
	
	地上
	階
	地下
	階
	ｍ
	戸


※添付図書　ア　開発区域位置図（１／２５，０００）　イ　開発区域図　(１／２，５００)

　　　　　　ウ　公　図　　　工　現況図　　　オ　土地利用計画図　　力　排水施設計画平面図
　　　　　　キ　現況写真　　ク　その他市長が必要と認める図書


様式第２号

年　　月　　日

開　発　行　為　事　前　協　議　申　請　書

宮 崎 市 長 　殿

事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　

　　　　電話

代理者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　

　　　　電話

宮崎市開発行為事務取扱要領第５項第１号の規定により、下記のとおり申請します。

記

開発行為の概要

	開発行為に含まれる区域

の名称（地名・地番）　
	宮崎市

	開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　

㎡

	開発行為の目的
	


※この申請書は、都市計画法第３２条に規定する同意・協議の申請を兼ねるものです。


様式第３号（その１）

公共公益施設に関する同意・協議書

　宮崎市開発行為事務取扱要領第５項第４号の規定により、下記の開発行為について、宮崎市と事業

者との間に協議が整ったことを確認します。
年　　月　　日

宮崎市

　　　　　　　　　　宮崎市橘通西１丁目１番１号
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市長　　  　　　　　　　　　　　印
事業者

　　住　所

　　名　称

氏　名　　　　　　　　　　　　　　印　　　

記

１ 開発行為の概要

	開発区域に含まれる区域

の名称（地名・地番）
	宮崎市

	開発区域の面積
	　　　　　　　　　　　　　㎡

	開発行為の目的
	

	関係する公共公益施設
	１　道　路　　２　公 園 等　３　排水施設

４　消防水利　５　水道施設

６　その他（　　　　　　　　　　）


※　この同意・協議書は、都市計画法第３２条に規定する協議書を兼ねるものです。

(その２)

２ 協 議 事 項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（　　　　　　 課）

	開発区域の名称
	宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外　　　　筆

	公共公益施設の
種　　　　別
	協　議　事　項
	管 理 者
	土地の帰属
	費用負担

	
	新公共施設図
面対象番号
	幅員

(ｍ)
	延長

(ｍ)
	面積

(㎡)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	協 　　議 　　事 　　項
	

	協議年月日
	年　　月　　日　
	開発区域面積
	㎡　　

	協議指導者職氏名
	
	印
	




(その３)

（　　　　　　　　　課） 

	開発区域の名称
	宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

外　　　　筆  

	公共公益施設の

種  　　　　別
	協　　議　　内　　容　　及　　び　　条　　件

	
	

	協議年月日
	年　　月　　日　
	開発区域面積
	　　　　　　　　㎡　　

	協議指導者職氏名
	
	印
	


様式第４号
開　発　事　業　計　画　板

	開　発　事　業　計　画　の　概　要
	計　　　　画　　　　図

	開発事業の名称
	
	

	開発事業の位置
	宮崎市
	

	開発事業の面積
	㎡　
	

	土地利用計画の概要
	
	

	予定建築物等の用途
	
	

	事業者の住所・氏名
	ＴＥＬ　　　　　　
	

	施工者の住所・氏名
	ＴＥＬ　　　　　　
	

	工 事 予 定 期 間
	許可後　　　年　　　ケ月
	

	標　識　設　置　日
	年　　月　　日　
	

	連　　　　絡　　　　先
	ＴＥＬ　　　　　　
	


※　下地は白地とし、字色は黒とする。

※　事業及び会社等のＰＲ等は、記入しないこと。

※　計画板は、縦０．９メートル横１．２メートルとする。

様式第５号

年　　月　　日

開発事業計画公開報告書

宮 崎 市 長　　　殿

事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　電話

代理者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　電話

宮崎市開発指導要綱第２２条第２項の規定により、下記のとおり報告します。

記

	施　工　者
	住所
	

	
	氏名
	
	電話
	

	事業区域
	地名
	宮崎市
	面積
	　　　　　　　　㎡

	
	地番
	
	
	

	開発事業　　の目的等
	

	計画公開
の　状　況
	


※添付図書　１設置位置図　２写真


様式第６号

年　　月　　日

説　明　会　等　実　施　報　告　書

宮崎市長　　殿

　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　　　電話

　　代理者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　　　電話

宮崎市開発指導要綱第２４条第２項の規定により、下記のとおり報告します。

記

	開　発　場　所
	宮崎市

	開発事業の目的
	

	月　　日
	会　　場
	説　　明　　内　　容　　及　　び　　状　　況

	・
	
	

	・
	
	

	・
	
	

	・
	
	

	・
	
	


?※説明内容及び状況欄に書ききれない場合は別紙に記入してくたさい。


様式第７号

年　　月　　日

公　共　施　設　工　事　完　了　届

　　宮崎市長　　殿

　　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　　　　電話

　　　代理者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　　　　電話

宮崎市開発行為事務取扱要領第９項第１号の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

	開　発　場　所
	宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外　　　　筆

	公共施設の種類
	

	工事完了年月日
	年　　月　　日　　～　　　　　年　　月　　日

	工　事　期　間
	年　　月　　日　　～　　　　　年　　月　　日

	工事施工者
	

	開発許可年月日
	年　　月　　日　
	許可番号
	宮開指令第　　号


?※　添付図書　　１ 開発区域位置図　　２ 工事写真　　３ 公共施設測量図　　４ 完工図

?※　工事写真は、公共施設の種類ごとに整理してください。


様式第８号

年　　月　　日？
消 防 水 利 工 事 確 認 書

宮崎市長　　殿

      消防長　　　　　　　　　　　　印　　　　

　宮崎市開発行為事務取扱要領第９項第６号の規定により、下記の開発行為における消防水利に関す

る工事は、　　　年　　月　　日検査の結果、都市計画法第３２条の規定による協議内容に適合して

いることを確認します。

記

１ 開発許可番号　         　    年　　 月　　 日　　宮開指令第 　　号
２ 開発区域又は工区に　　　 宮崎市

　 含まれる地域の名称

３ 工事を完了した消防水利

　 の種類


様式第９号

年　　月　　日？
公 共 施 設 帰 属 登 記 書 類 届 出 書

宮崎市長　　殿

 　事業者　住所

　氏名 　　　　　　　　　　　　　　印　　  

　　　 　　電話

 　代理者　住所

　　　　氏名 　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　 　　　電話

宮崎市開発行為事務取扱要領第１１項第１号の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

１ 開発区域の名称

　　　 　　宮崎市　　　　                                               ほか  　　　筆

２ 公共施設の所在

　 　　　道路

　　 　　　 宮崎市                                                       ほか  　　　筆

　 　　　公園

　　 　　　 宮崎市                                                       ほか  　　　筆

　　 　　その他(　　　　　)

　　　 　　 宮崎市                                                       ほか  　　　筆

３ 添付図書

　　　 （１）登記承諾書　　（２）位置図　　　　（３）公図　 　　 （４）土地登記簿謄本

　　　 （５）印鑑証明書　　（６）資格証明書　　（７）土地実地調査書

※添付した図書の番号に○印をつけてください。


様式第１０号

年　　月　　日

公共施設管理引継書

宮崎市長　　殿

事業者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

　　　　電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代理者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宮崎市開発行為事務取扱要領第１１項第５号の規定により、下記のとおり届け出ます。

記

１ 公共施設の種類　　　　 道路、公園、その他（　　　　）

２ 公共施設の所在

　　　道　路

　　　　　宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　　　筆

　　　公　園

　　　　　宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　　　筆

　　　その他（　　　　）

　　　　　宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　　　筆

３添付図書

※　添付図書の記入箇所には、公共施設の管理引継に必要な図書（別表４）を参考に記大してくだい。なお、公共施設の確認検査後においてすでに関係課に提出された図書も記入してくたさい。

※　公共施設に係る土地に国有地がある場合は、当該土地の登記簿謄本も添付してください。



（別表１）

開発行為事前協議申請に必要な図書

１開発指導課提出分

	番号
	分類
	書　　　類
	備　　　　　考

	１
	
	開発行為事前協議申請書
	様式第２号

	２
	
	公共公益施設協議事項一覧表
	（参考様式第１）

	３
	
	事前指導経過書
	（参考様式第２）

	４
	
	委任状
	

	５
	※
	設計説明書
	細則様式第３号

	６
	※
	公共施設の整備計画
	（参考様式第３）

	
	
	（１）
	従前の公共施設一覧表
	

	
	
	（２）
	新設される公共施設一覧表
	

	
	
	（３）
	付け替えに係る公共施設一覧表
	

	７
	○
	設計者の資格に関する申告書
	細則様式第５号

	８
	
	流量計算書
	

	９
	
	構造計算書
	

	１０
	
	安定計算書
	

	１１
	
	工作物等施設の能力計算書
	

	１２
	
	現況写真
	

	１３
	
	その他市長が必要と認める書類
	

	番号
	分類
	図　　　面
	縮　　　尺

	１
	
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００以上

	２
	
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００以上

	３
	
	現況図
	Ｓ＝１／２，５００以上

	４
	
	公　図
	

	５
	
	求積図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	６
	
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	７
	
	造成計画平面図
	Ｓ＝１／５００以上

	８
	
	造成計画縦横断面図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	９
	
	排水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００以上

	１０
	※
	給水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００以上

	１１
	※
	道路計画縦横断面図
	Ｓ＝１／５００以上

	１２
	
	排水施設縦横断面図
	Ｓ＝１／５００以上

	１３
	
	崖の断面図
	Ｓ＝１／５０以上

	１４
	
	擁壁の断面、構造図
	Ｓ＝１／５０以上

	１５
	
	排水施設構造図
	Ｓ＝１／５０以上



	１６
	※
	道路構造図
	Ｓ＝１／５０以上

	１７
	※
	公園平面図
	Ｓ＝１／２５０以上

	１８
	※
	公園施設構造図
	Ｓ＝１／５０以上

	１９
	
	工作物構造図
	Ｓ＝１／５０以上

	２０
	
	防災計画図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	２１
	
	排水区域割平面図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	２２
	
	地下埋設物平面図
	Ｓ＝１／５００以上

	２３
	
	地下埋設物断面図
	Ｓ＝１／５００以上

	２４
	
	排水流域図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	２５
	
	公共施設の新旧対照図
	Ｓ＝１／５００以上

	２６
	
	新公共施設図
	Ｓ＝１／５００以上

	２７
	※
	消防水利図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	２８
	
	予定建築物平面図（住宅団地の場合は除く）
	Ｓ＝１／２００以上


※印は、自己居住用の開発行為については不要です。

○印は、１ヘクタール未満の開発行為については不要です。

２消防局警防課提出分

	番号
	書 　　　類
	備　　　　　　考

	１
	開発行為事前協議申請書
	様式第２号

	２
	公共公益施設協議事項一覧表
	（参考様式第１）

	３
	その他消防長が必要と認める書類
	

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００以上

	３
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	４
	給水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００以上

	５
	消防水利図
	

	６
	その他消防長が必要と認める図面
	




３上下水道局水道整備課提出分

	番号
	書　　　類
	備　　　　　　考

	１
	開発行為事前協議申請書
	様式第２号

	２
	公共公益施設協議事項一覧表
	（参考様式第１）

	３
	その他上下水道事業管理者が必要と認める書類
	

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００以上

	３
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００以上

	４
	給水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００以上

	５
	消防水利図
	

	６
	その他上下水道事業管理者が必要と認める図面
	


４道路に関係する課提出分

	番号
	書　　　類
	備　　　　　　　考

	１
	事前協議申請書（写）
	様式第２号

	２
	構造計算書
	

	３
	安定計算書
	

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	３
	現況図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	４
	公　図
	

	５
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	６
	造成計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	７
	造成計画縦横断面図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	８
	排水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	９
	道路計画縦横断面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１０
	排水施設縦横断面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１１
	崖の断面図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１２
	擁壁の断面、構造図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１３
	排水施設構造図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１４
	道路構造図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１５
	公共施設の新旧対照図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１６
	新公共施設図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１７
	地下埋設物平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１８
	地下埋設物断面図
	Ｓ＝１／５００　以上


５公園等に関係する課提出分

	番号
	書　　　類
	備　　　　　　　考

	１
	事前協議申請書（写）
	様式第２号

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００　以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	３
	現況図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	４
	求積図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	５
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	６
	造成計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	７
	公園平面図
	Ｓ＝１／２５０　以上

	８
	公園施設配置図、構造図
	Ｓ＝１／５０以上 使用材料一覧表添付

	９
	新公共施設図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１０
	消防水利図（防火水槽）
	


６排水施設に関係する課提出分

	番号
	書　　　類
	備　　　　　　　考

	１
	事前協議申請書（写）
	様式第２号

	２
	流量計算書
	

	番号
	図　　　面
	縮　　　　　　　尺

	１
	開発区域位置図
	Ｓ＝１／２５，０００　以上

	２
	開発区域図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	３
	現況図
	Ｓ＝１／２，５００　以上

	４
	公　図
	

	５
	求積図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	６
	土地利用計画図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	７
	造成計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	８
	排水施設計画平面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	９
	排水施設縦横断面図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１０
	排水施設構造図
	Ｓ＝１／５０　以上

	１１
	排水区域割平面図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	１２
	排水流域図
	Ｓ＝１／１，０００　以上

	１３
	公共施設の新旧対照図
	Ｓ＝１／５００　以上

	１４
	新公共施設図
	Ｓ＝１／５００　以上


７その他

　（１）関係課協議において、その他必要な図書を求められたときは、その指示に従うものとする。

　（２）上記に掲げる以外の関係課と協議をするときは、その指示に従うものとする。

　（３）提出図面で兼用可能なものは、兼用してもよい。

（別表２）

開発行為許可申請（法第２９条）に必要な書類

	番号
	分類
	書　　　類
	備　　　　　考

	１
	
	開発行為許可申請書
	規則様式第２

	２
	（調）
	申請内容説明書（理由書）
	

	３
	（調）
	法第３４条各号に該当する書面
	

	４
	※
	申請者資力信用申告書
	細則様式第７号

	
	
	添付

書類
	法人
	法人登記簿謄本、法人事業税納税証明書

	
	
	
	個人
	住民票、所得税納税証明書

	５
	※
	工事施工者工事能力申告書
	細則様式第８号

	
	
	添付
書類
	法人
	法人登記簿謄本、建設業許可済証

	
	
	
	個人
	建設業許可済証

	６
	※
	資金計画書
	（1）収支計画書
	規則様式第３

	
	
	
	（2）年度別資金計画
	規則様式第３

	７
	
	土地の権利関係一覧表
	細則様式第６号

	８
	
	開発行為施行についての土地所有者等関係
権利者の同意書
	細則様式第４号

	９
	
	開発行為に関する同意協議一覧表
	（参考様式第４）

	１０
	
	都市計画法第３２条に基づく同意書
	

	１１
	
	都市計画法第３２条に基づく協議書
	消防水利、上下水道施設その他

	１２
	
	土地の登記簿謄本
	

	１３
	
	その他市長が必要と認める書類
	


（調）印は、市街化区域の開発行為には不要です。

※　印は、自己の居住の用の開発行為については不要です。また自己の業務用の開発行為のうち

　　　１ｈａ未満についても不要です。



（別表３）

公共施設帰属登記書類届出に必要な図書

	番号
	書　　類
	部数
	備　　　　　考

	１
	公共施設帰属登記書類届出書
	１
	様式第８号

	２
	登記承諾書
	２
	日付は記入しないこと。

	３
	位　 置  図
	２
	２，５００分の１

	４
	宇    図（合成字図が望ましい）
	２
	作成年月日、作成者氏名を記入のうえ

捺印

	５
	土地登記簿謄本
	２
	抵当権等を抹消すること。

	６
	印 鑑 証 明
	２
	土地の所有者（法人及び個人）

	７
	資 格 証 明 書
	２
	法人の場合

	８
	土地実地調査書
	２
	地目変更を要する場合に、必要です。

（予め地目変更しておくことが望ましい）


（注）　２部提出のうちの１部は、複写可


（別表４）

公共施設管理引継に必要な図書

１ 共通事項

　 　ア　字図は、作成年月日、作成者氏名を記入のうえ捺印のこと。

　 　イ　確定測量図は、公共座標による。

　 　ウ　確定測量図には、引照点、境界杭、又は境界プレートの位置を記入すること。

　 　エ　提出図面は、兼用可能なものは兼用してよい。

２ 道路管理に必要な書類
	図　　書　　名
	縮　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位　　置　　図
	１／２５００　以上
	
	１
	

	字　　　　　図
	
	複　写
	１
	（新地番のもの）

	確定測量図
	１／５００　以上
	原　図
	１
	マイラー紙

	土地利用計画図
	
	複　写
	１
	

	排水施設平面図
	
	同　上
	１
	

	道路構造図
	
	同　上
	１
	

	地下埋設物平面図
	
	原　図
	１
	マイラー紙

	地下埋設物断面図
	
	同　上
	１
	同　　　上

	植樹桝構造図
	
	複　写
	１
	


３ 公園管理に必要な書類

	図　　書　　名
	縮　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位　　置　　図
	１／２，５００以上
	
	１
	

	字　　　　　図
	
	複　写
	１
	

	確定測量図
	１／２５０以上
	原　図
	１
	マイラー紙

	土地利用計画図
	
	複　写
	１
	

	完成公園平面図
	
	原　図
	１
	マイラー紙

	完成施設構造図
	
	複　写
	１
	

	地下埋設物平面図
	
	同　上
	１
	

	地下埋設物断面図
	
	同　上
	１
	

	１水道については、管理引継時点において上下水道局指定の給水装置所有者変更届を提出してください。

２電気については、管理引継時点において照明装置所有者変更届を提出してください。




４ 排水施設（汚水）管理に必要な書類

	図　　書　　名
	縮　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位　　置　　図
	１／２，５００以上
	
	１
	

	字　　　　　図
	
	複　写
	１
	

	確定測量図
	１／５００　以上
	原　図
	１
	マイラー紙

	排水施設平面図
	
	複　写
	１
	

	排水区域割平面図
	
	同　上
	１
	

	排水施設縦断面図
	
	同　上
	１
	

	排水施設横断面図
	
	同　上
	１
	

	排水施設構造図
	
	同　上
	１
	

	排水流域図
	
	同　上
	１
	

	完　　工　　図
	
	同　上
	１
	

	流量計算書
	
	同　上
	１
	


５ 消防水利管理に必要な書類

　（防火水槽）

	図　　書　　名
	縮　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位　　置　　図
	１／２，５００以上
	
	１
	

	字　　　　　図
	
	複　写
	１
	

	確定測量図
	
	原　図
	１
	マイラー紙

	構　　造　　図
	
	複　写
	１
	


　（消火栓）

	図　　書　　名
	縮　　　　　尺
	種　別
	部　数
	備　　　考

	位　　置　　図
	１／２，５００以上
	
	１
	

	給水施設計画平面図
	
	
	１
	




工事写真撮影要領



工事写真撮影要領

１ 目　的

　　この要領は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定に基づく開発行為に係る工事の写真撮影に関する事項を定めるものとする。

２ 工事写真の種類及び写真管理

（１）工事写真の種類

	
	
	
	①　工事着手前写真

	
	
	
	

	
	
	
	②　完成写真

	
	
	
	

	
	
	
	③　施工状況写真

	
	
	
	

	
	
	
	④　安全管理写真

	
	
	
	

	工事写真
	
	
	⑤　検収写真

	
	
	
	

	
	
	
	⑥　品質管理写真

	
	
	
	

	
	
	
	⑦　出来形確認写真

	
	
	
	

	
	
	
	⑧　災害写真

	
	
	
	

	
	
	
	⑨　工事検査写真

	
	
	
	

	
	
	
	⑩　その他（公害、環境、補償等）

	
	
	


（２）写真管理計画の作成

　　　　施工者は、施工計画が定まった時点で工事写真管理責任者を定め、次項に定める撮影基準をもとに、写真の種類及び工種ごとの撮影項目、撮影時期等を定めた写真管理計画を作成し、撮影漏れがないように留意すること。特に、全工事完了後に明視できない箇所（不可視部分）については、撮影時期を逸しないよう注意すること。

　　　　また、撮影実施上、写真の各種類における留意すべき点は下記のとおりである。

① 工事着手前写真

ア　工事着手前に開発区域全体の状況がわかるように撮影すること。

イ　一枚に収まらない場合は数枚の継ぎ写真とすること。

ウ　立木等のある場合は伐開前と伐開後に分けて撮ること。

（丁張設置後に撮影すると計画も判然として効果的である｡）

② 完成写真

ア　工事着手前写真と対比できるように同位置箇所から撮影すること。

イ　工事着手前写真を撮ったところに杭等の印を付けると良い。

③ 施工状況写真

ア　各施工段階における施工機械等の稼働状況、人力による施工状況、工事材料の使用状況、規定された工法に対する施工状況、部分的な段階完了状況写真を撮影するものであり、その撮影目的を十分理解し、目的に対応する撮影を行うこと。

イ　測点、周囲の地形地物を背景に入れて撮影目的物の位置を明瞭にするよう工夫すること。

④ 安全管理写真

標識等の設置状況及び交通指導員等の配置状況写真は、万が一事故が発生した場合、原因調査資料及び安全管理状況の証拠資料となるので、設置又は配置状況が変わればその都度撮影を行っておくこと。

⑤ 検収写真

ア　使用後に数量、形状、寸法が確認できないものについては現場搬入時にかならず検収写真を撮影すること。対象材料として、２次製品、地下埋設管渠、モルタル吹付用の埋設鋼材、玉石、捨石、ブロック等がある。

イ　製品に規格及びＪＩＳマーク等の表示を有するものは、それが判別できるように撮影すること。

⑥ 品質管理写真

品質管理の試験又は測定の目的を十分に理解し、目的に対応する写真撮影を行うこと。

⑦ 出来形確認写真

ア　工事検査において特に重要となる不可視部分の出来形寸法を確認（証明）するための写真撮影であるので、被写体の位置、測点及び目盛り等を明確にし、検査時において設計図等と容易に照合できるよう撮影すること。

イ　各出来形の撮影に当たっては、床堀の深さ、幅、基礎工の厚さ、幅、胴込、裏込、配筋及び型枠取外し後の出来上がり寸法等が明確に判定できるよう箱尺、ポール等を当てて撮影すること。

ウ　工事名、工種、撮影年月日、測点、設計略図及び寸法等を記入した小黒板をおいて撮影すること。小黒板に記入する場合は、設計図等との照合を行うこと。

エ　検尺などで出来形寸法を撮影する場合は、できる限り斜め上、下から撮影せず、真正面から写すこと。

オ　薄暗い箇所の撮影は、十分な明るさのフラッシュ等を使用すること。

⑧ 災害写真

工事中に災害を受けた場合は、その状況を示す写真を撮影しておくこと。

⑨ 工事検査写真

　公共施設工事完了検査及び工事完了検査状況の写真を撮影すること。

⑩ その他

　　　工事中の振動による建造物のひび割れ、造成による井戸水の枯渇等、工事施工に起因すると思われる補償問題が多く発生しているが、こうした問題があらかじめ予想される場合は、想定区域より相当広範囲の事物を対象に施工前の状況を撮影し、事後の問題解決に役立てること。



３ 撮影基準

　　工事写真の撮影基準については、「土木工事施工管理基準及び規格値」（宮崎県土木部監修）に掲載されている「工事写真撮影基準」を準用するものとする。

４ 提出用工事写真の整理

　（１）着工から完成までの、各工種及び工程順に整理すること。

　（２）各工種について、施工の進捗に応じ代表的な各出来形確認写真を必ず添付すること。同種類のものは削除して良いが、検査において確認が必要な場合もあるので対応できるようにしておくこと。

　（３）説明を要するものには簡単な説明を付けること。

　（４）設計図書と相違がある場合はその理由を付記すること。なお、変更内容が許可の対象とな

　　　る場合もあるので、必ず施工前に協議すること。

　（５）台紙の大きさはＡ４版とする。

　（６）表紙には、工事名、工事箇所、工事着手及び完成日、施工者名を記入すること。

　（７）写真帳には、インデックスを付して整理項目を明示すること。

　（８）提出部数は、開発行為に係るすべての工事写真を１部、各公共施設に係る工事写真を、それぞれ１部とする。

　（９）公共施設工事の検査及び工事完了検査時において、手直し等の指示があったときはその処理状況の写真を別途提出すること。


参　　　　考

（参考様式第１）

公共公益施設協議事項一覧表

	開発区域の名称
	宮崎市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外　　　筆

	公共公益施

設の種類
	新公共施設図面対照番号
	公共公益施設の概要
	設置される公共公益

施設の管理者
	設置される公共公益

施設の土地の帰属

	
	
	幅員

(ｍ)
	延長

(ｍ)
	面積

(㎡)
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	公共公益施設の整備の方針
	（道路）

（公園等）

（給排水施設）

（ 消防水利 ）
（  その他  ）




（参考様式第２）
事前指導経過書

	課　名
	担当者名及び日付
	指　　導　　経　　過

	
	
	


（参考様式第３）

公共施設の整備計画

（１）従前の公共施設の管理者等一覧表

	従前の公共

施設の名称
	新旧対照図

に付した

番　　　号
	廃止、

付替工、

拡幅の別
	公共施設の概要
	管理者
	同意の

有　無
	土地の

所有者
	備 考

	
	
	
	幅 員
	延 長
	面 積
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 （注）１ 開発区域内のある従前の公共施設に関して記入してください。

２ 従前の公共施設の名称は、道路、公園等種別ごとに記入してください。

　　　３ 同一の物件に所有者が２人以上いるときは、備考欄にその旨記入してください。



公共施設の整備計画

（２）新たに設置される公共施設の管理者等一覧表

	新設の公共

施設の名称
	新旧対照図

に付した

番　　　号
	公共施設の概要
	管理することに

なる者の名称
	協議成立又は

協議中の別
	備　考

	
	
	幅 員
	延 長
	面 積
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１ 開発区域内に新設する公共施設に関して記入してください。

　　　２ 新設する公共施設の名称は、道路、公園等種別ごとに記入してください。

　　　３ 同一の物件の所有者が２人以上になるときは、備考欄にその旨記入してください。

　　　４ 道路拡幅の場合は、従前の公共施設の番号及び幅員等を備考欄に記入してください。
公共施設の整備計画

（３）付替えに係る公共施設の新旧一覧表

	従前の公共施設
	付替えに係る公共施設
	付替え後の

従前の公共施

設用地の帰属
	備　考

	名　称
	新旧対照図に

付した番号
	土地所有者
	名　称
	新旧対照図に

付した番号
	
	

	
	
	
	
	
	
	


 （注）１ 法第４０条第１項の規定による公共施設の付替えをする場合に記入してください。

　　 　２ 付替えに係る公共施設欄には、従前の公共施設に対応する公共施設の名称及び番号を記入してくたさい。



（参考様式第４）

　　　　　年　　月　　日

開発行為に関する同意協議一覧表

宮崎市長　殿

事業者　住所　　　　　　　　　　　　　
　　　　氏名　　　　　　　　　印　　　

代理人　住所　　　　　　　　　　　　　

　　　　氏名　　　　　　　　　印　　　

都市計画法第３２条の規定により、下記のとおり同意、協議を得ました。

記

１ 開発区域の名称　　　宮崎市

２ 開発区域の面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

３ 開発行為の目的

４ 同意及び協議事項

	事項
	種　別
	管理者又は管理予定者
	土地の所有者
	同意又は協議年月日
	適　用

	同　　　　意
	区

域

内
	里　道
	
	
	
	

	
	
	水　路
	
	
	
	

	
	
	道　路
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	

	
	接続先道路
	
	
	
	国道　県道

	
	接続先水路
	
	
	
	

	協　　　　議
	新設道路
	
	
	
	

	
	公　　園
	
	
	
	

	
	排水施設
	
	
	
	

	
	消防水利
	
	
	
	

	
	（水道施設）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	※教育施設
	
	
	
	

	
	※電気施設
	
	
	
	

	
	※ガス施設
	
	
	
	

	
	※輸送施設
	
	
	
	


（注）１ 接続先道路とは、開発区域内の道路が接続される道路です。

　　　２ ※印の協議は、2Oha以上の開発行為に関する事項です。
　開発行為事務取扱フロー

１　工事着工まで


　　　　　　　　
　　　　　　　　

２　工事完了から完了公告まで


　　　　　　
　






















－９－





－８－














－７－











－６－
























































－３２－








－３１－








－３３－





－５－









































－３０－





－２９－





－３０－








－１８－





－１９－





－２３－





－２０－





－２４－





－２７－





－２６－





－２８－








－２１－





－２２－





－２５－











－１２－





－１６－





－１１－














－１７－





－１４－





－１５－





－１３－



































－４－





































































































－３－




























































































－２－



































－１－











③








公共施設検査





⑤








工事完了








完了検査








⑨手直し等の指示、確認





＊開発指導課


　すべての公共施設に関する工事写真、測量図等


　を提出すること（開発行為すべての写真でも可）


＊関係課


　関係課の公共施設に関する工事写真、測量図等


　を提出すること





公共施設関係課





開発指導課








＊消防水利工事確認書交付時に消防水利に係る


　帰属登記書類届出書及び管理引継書を提出


（公園として登記する場合を除く）





公共施設関係課





開発指導課





















































開発指導課

























































































































































































＊公共施設検査時に提出した写真以外の工事


　写真、帰属登記書類届出書、管理引継書及び


　消防水利工事確認書を提出


























































































































































































































開発指導課












































































































































開発完了






































完了公告









































引き取り検査





























－１０－















































































































































公共施設管理課
































管財課








１ｍ以上の切土





区域内現況地盤高








１ｍ以上の盛土





－６１－





－６０－





－５９－





－５８－








－６３－





－６２－





－５７－





－５６－





開発指導課





－５４－





－５３－





－５０－





－４８－





－４６－





－４５－





－４１－





－４０－





⑫





－５５－





－５２－





－５１－





－４９－





⑪





⑫登記依頼





⑬登記通知





－３９－





－３８－





－３７－





－３６－





－３５－





⑭管理引継





－３４－





検査・確認





⑩検査済証





⑦検査日程の指示





⑥工事完了届





⑧





④手直し等の指示、確認





②検査日程の指示





①公共施設工事完了届





＊市役所前の掲示板に公告





公共施設


工事完了





⑲法第３２条協議に基づく


　公共施設の管理





事業者





市





開発構想





開発指導課





関係部局・課


(総合支所�課)








基本計画





実施設計





設計完了





開発指導課





関係部局・課


(総合支所�課)





－４７－





－４４－





－４３－





－４２－





開発指導課





開発指導課





開発指導課





開発指導課





許可申請書


作成





工事着工





＊申出書は開発指導課の受付印のあるものを提出





＊申請書は開発指導課の受付印のあるものを提出





開発審査会





＊農地法、森林法等他法令


同時許可





ひろげよう３民運動








きれいにしよう　大淀川


ふやそうまちに緑と花を


そだてよう





＊必要に応じて公共施設に関する協議

















④開発行為事前指導申出





＊必要に応じて調整





⑥開発行為事前指導申出





②手続きの指示











③





⑰許可申請





⑨開発行為事前協議申請





⑧





⑩協議





⑱開発許可証





⑦指導・助言





⑤指導・助言





①開発相談





審査会案件の場合、付議





⑫協議





⑪開発行為事前協議申請





⑬計画の公開・説明会等報告





答申





⑳工事着手届





⑲





＊１ha以上の開発の場合は、関係部局と協議





⑮同意・協議書


締結





⑯





⑭





＊市長部局、教育委員会、総合支所との協議締結については、開発指導課でとりまとめ締結する。








関係部局・課


(総合支所�課)





一








＊手続きの指示は、開発指導課にて行う。





開発指導課


（総合支所・


　　建設課）








事業者





市
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